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18
現代中国分析シリーズ3
中国農村改革と農業産業化

池上彰英・寳劔久俊編 2009 年  266p.　3465 円

中国経済のアキレス腱と言われる「三農問
題」。しかし農村改革と農業産業化によって，
農村部も大きく変化している。本書は一次資
料と現地調査からその実態を解き明かす。

17
現代中国分析シリーズ2
現代中国の政治的安定

佐々木智弘編 2009 年  178p.　2415 円

「中国の政治は安定しているか」。中国が抱え
る諸問題の現状，共産党の対応を分析し，常
に投げかけられるこの問いへの答えを導きだ
そうと試みたのが本書である。

16
インド経済 :成長の条件

小田尚也編 2009 年　243p.　3255 円

近年著しい成長を遂げ，世界有数の雇済大国
となったインド。果たして今後も成長し続け
るのであろうか ?　本書は，インドの持続的
成長に必要な条件を検討する。

15
現代中国分析シリーズ1
中国 産業高度化の潮流

今井健一 ･ 丁可編 2008 年　286p.　3780 円

中国は近い将来日本を追い抜き，世界第二の
経済大国となる。本書は現代中国を代表する
産業のケーススタディを通じて，経済成長を
牽引する高度化の潮流を解き明かす。

14 
21世紀ラテンアメリカの左派政権

虚像と実像

遅野井茂雄・宇佐見耕一編 2008 年　347p.　4515 円

21 世紀になりラテンアメリカ諸国では左派
政権の誕生が相次いだ。本書ではこうした左
派政権誕生の背景，言説そして実施されてい
る政策に関し分析を行っている。

13 
エジプトの政治経済改革

山田俊一編 2008 年　305p.　3990 円

権威主義的な政治体制，市場化が進む経済。
変革期を迎えるエジプトの政治・経済・社会
政策を多角的に分析し，現状と課題，そして
将来の展望を試みる。

12 
ミャンマー経済の実像

なぜ軍政は生き残れたのか

工藤年博編 2008 年　232p.　3045 円

2007 年夏，ミャンマーでは大規模な反政府
デモが発生した。軍政の統治 20 年を目前に
起きた反政府運動の要因は何か。ミャンマー
経済の実像から迫る。

11 
アフガニスタンと周辺国

6 年間の経験と復興への展望

鈴木　均編 2008 年　223p.　2940 円

今ふたたび注目を集めているアフガン情勢。
流動化するパキスタン ･ アフガニスタン関係
には特に 2 章を割き，対外関係を中心に
2007 年 7 月までの最新情報をまとめた。

10 
中国西南地域の開発戦略

岡本信広編 2008 年　231p.　3045 円

西部大開発が実施されてはや 8 年。現在の西
部地域はどのような変貌を遂げたのだろう
か？　西南地域に焦点を絞り，ミクロとマク
ロの観点から開発戦略の是非を問う。

9 
流域ガバナンス

中国・日本の課題と国際協力の展望

大塚健司編 2008 年　295p.　3780 円

「流域ガバナンス」という新たな視点から，
水問題をめぐる中国と日本における制度改革
の現状と課題についてケーススタディを通し
て検討を行い，今後の国際協力を展望する。

8 
東アジア物流新時代

グローバル化への対応と課題

池上寛・大西康雄編 2007 年　224p.　2940 円

グローバル化は国際分業を進め，物流を活発
化させた。アジアでは港湾，空港などの物流
インフラの整備が進む。アジアにおける国際
物流の状況を項目別，各国別分析で検討する。




